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研究成果の概要（和文）：本研究は、人々の健康を基準とする適切な食料摂取とそのための農業生産体系・資源
利用による農業・栄養・健康の連関の確立を目的とした。新型コロナウィルス感染症の影響からケニアのみを対
象とした。ケニア政府によるフードピラミッドについて、推奨される食事に従った場合でも、脂質とナトリウム
の過剰摂取が懸念されることを明らかにした。次にマーケットへのアクセスにより世帯の栽培作物種数が限定さ
れる傾向が示された。また世帯の労働指数あたりの農地の増大は、必ずしもDDS（Dietary Diversity Score）の
改善にはつながらず、特に農地規模が大きい場合、農外収入による食料購入が有効であることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to establish the interconnections between agriculture, 
nutrition, and health by focusing on appropriate food intake based on people's health standards and 
the agricultural production system and resource utilization required for it. The study specifically 
targeted Kenya due to the impact of the COVID-19 pandemic. It revealed that even when following the 
recommended diet according to the Kenyan government's food pyramid, there are concerns about 
excessive intake of fat and sodium. Furthermore, the study demonstrated a tendency for household 
crop variety to be limited by access to markets. It also suggested that an increase in agricultural 
land per household labor index does not necessarily lead to an improvement in the Dietary Diversity 
Score (DDS), particularly in cases where the farm size is large. Instead, the study implied that 
food purchases through non-agricultural income could be effective.

研究分野： 開発経済学／農業経済学

キーワード： 農業・栄養・健康の連関　栄養障害の二重負荷　サブ・サハラアフリカ

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究により、近年その重要性が指摘される農業・栄養・健康の連関による人々の健康を基準とする適切な食料
需要体系、そのための農業生産体系・資源利用の確立を考えるに際して、マーケットへのアクセス可能性や世帯
構成に基づく農業および農外就業への世帯の労働配分等が重要な構成要素であり、それらのバランスを検討する
ことが不可欠であることが明らかとなった。これらの視点は、実際の政策等の立案と実行、およびその有効性の
向上に大きく貢献すると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 気候変動や開発途上国を中心とした急激な人口増加、国際食料価格の高騰などにより、食料安
全保障に注目が集まっている。従来、食料安全保障に関する議論は、摂取量あるいはカロリーの
充足に重きがおかれてきた。しかしながら近年、同じ国家・地域あるいは家計に低栄養と過剰栄
養が混在する「栄養障害の二重負荷（Double Burden of Malnutrition）」が認識され、これらの
解決が国際的な農業・食料政策の中心となってきている。その特徴として、「農業・栄養・健康
の連関（Agriculture- Nutrition-Health Nexus）」を考慮した政策介入の必要性を指摘している
ことが挙げられる。従来、農業政策は、農業生産性の上昇を基本とした生産者サイドに偏向しが
ちであった。結果として、過度な農業生産性向上の追求により作付作物あるいは農産物の多様性
を喪失することとなった。これに対して栄養分野におけるこれまでの主な介入策は、基本的に、
対象となる国家・地域・家計等の、外部で作られた栄養価の高い食物やサプリメントを与えると
いうものである。すなわち既存の、当該地域に根差した伝統的な農業生産体系を活かした栄養摂
取改善といった視点は、それほど重要視されていない。これは、生産サイドに偏向した農業政策
の結果、適切な栄養摂取に対応した食料需要に農業生産が対応できないことも大きな要因の一
つである。このため、近年では生産面ではなく市場動向、すなわち需要に対応した少量多品目生
産、あるいは小規模農家による生産が重視されてきている。しかし、一方で、国際的な農産物価
格の低落傾向と国際貿易の活発化により、開発途上国にも十分な食料が行きわたるとともに、摂
取カロリーを抑えた伝統的な食事スタイルが失われ、高脂肪・高カロリーの欧米型の食事スタイ
ルが定着した結果、肥満あるいは過剰栄養人口の増加が生じており、需要サイドにおいても問題
があることが明らかとなっている。すなわち、たとえ農業生産が市場動向に対応したとしても、
必ずしも良好な栄養状態を達成することにはならないのである。生産のみならず適切な消費を
も考慮し、農業・栄養・健康の連関を明確に踏まえた総合的な農業資源利用戦略の構築が必要な
のである。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、近年その重要性が指摘される農業・栄養・健康の連関を明確に考慮した、人々の健
康を基準とする適切な食料需要体系、および伝統的な農業生産体系と近代的な農業生産体系と
を組み合わせた新たな農業生産体系を提示するとともに、それに基づいた、都市-農村の食料消
費-生産に関する農業資源利用の確立による持続型社会の構築を目的とする。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、当初、ベトナム社会主義共和国、インドネシア共和国、ケニア共和国（以降、「ケ
ニア」とする）、日本を対象とすることとしていたが、新型コロナウィルス感染症の影響もあり、
現地調査が難しくなったことからカウンターパートとの関係性が強固で、かつデータの蓄積も
あるケニアに対象を絞って研究を実施することとした。具体的な調査対象地として、同国キツイ
郡（Kitui County）およびビヒガ郡（Vihiga County）の農村部および都市部を主な対象に（1）
食事内容の栄養評価、（2）農業を含む遺伝資源利用と社会制度、について調査・研究を行った。 
 
４．研究成果 
（1）食事内容の栄養評価 
 ケニアでは 2010 年に「臨床栄養リファレンスマニュアル」が示され、食物ベースのフードガ
イドとしてフードピラミッドが示されている。2017 年に「健康的な食事と身体活動のためのガ
イドライン」、2018 年に「食品成分表」と「料理レシピ集」が発表された。しかし、栄養素摂取
レベルの評価には WHO の基準が採用されており、ケニア独自の基準は示されていない。また年齢
区分も 19 歳以上は１区分のみで若者も高齢者も同じ値を用いている。食事調査の結果を人々に
フィードバックする際に栄養素レベルの情報も重要ではあるが、何をどれくらい増減して調節
したら良いのかがわかりにくい。ケニアでは、摂取されている食材を組み合わせて、１日あたり
にどの食品群からどれくらい摂取すれば良いかを 1サービング（SV）あたりの量と個数をイラス
トで示した FAO/WHO が推奨しているツールなどもある。しかしながら、1992 年に発表されたア
メリカのフードピラミッドがモデルとなっており、このフードガイドを遵守することが過不足
のリスクの低下につながるのかは不明であった。そこで、過去の食事調査データを当てはめる事
により、栄養素摂取状況の評価ツールとしての有用性を検討した。 
 食事データは、ナイロビ近郊のキアンブ郡（Kiambu County）にて 2019 年 11 月に調査された
ものを用いた。トレーニングを受けた現地語のわかる調査員が連続 2日間の食事調査を実施し、
各料理の量についてはケニアのフードアトラスの写真を示すことによって精度を高める工夫を
した。マニュアル上では食品群ごとに各食品のサービングサイズが示されていたが、基準につい
て定義が定かでなかった。そこで、日本の食事バランスガイドを参考に食品群の特徴ごとに 1SV
あたりの食品重量の定義づけをして整理することとした。その後、成人男女の摂取した食事内容
について SV数に換算した。ケニア政府の示す基準値に対して摂取 SV数が達していれば 10点、



基準値から遠ざかるに従い 0 点に近づくよう点数化し、5 つの群であったことから合計 50 点満
点でフードピラミッド遵守スコア（以下、FP スコア）として算出し、これを 3 分位にした際の
各栄養素の摂取状況について比較した。栄養計算は、ケニアの成分表の値を日本の計算ソフトに
組み込むことで実施した。さらに、この地域における加重平均成分表を作成し、FP スコアを遵
守した際の栄養素等供給量を算出し、各栄養素の過不足について推測することにより、フードピ
ラミッドにより食事を評価することの有用性について検討した。 
 フードピラミッドの 1SV あたりの食品重量については、ケニア政府の提示した内容に合わせ
たが、2018 年の食品成分表の値との整合性から整理し、穀類・いも類といった炭水化物を多く
含む食品群は炭水化物約 20g 含むものを 1SV とした（日本では穀類の炭水化物 40g で 1SV）。た
んぱく質の多い食品は動物性（肉類、魚類、卵）と植物性（豆類）に分類され、たんぱく質約 6g
含むものを 1SV とした。同様に、牛乳・乳製品はカルシウム約 300mg 相当の食品重量を 1SV（日
本では 200mg で 1SV）、野菜は緑色葉野菜とその他の野菜とし、80g を 1SV（日本では 70g）、果物
は 200g を 1SV とした。 
 FP スコアの集団における得点は、平均 25点であった。FPスコアを３分位にして比較したとこ
ろ、スコアが高くなるに従って、各栄養素の摂取状況が有意に高値を示す傾向がみられたが、体
格や血圧との関連性は認められなかった。 
 集団からやせと肥満（BMI 30 以上）を除外し、FPスコアを遵守した際の栄養素等供給状況を
検討したところ、ほとんどの栄養素の不足のリスクは回避出来ることが示されたが、主に脂質と
ナトリウムについて過剰のリスクが懸念され、今後の検討課題と考えられた。 
 
（2）農業を含む遺伝資源利用と社会制度 
 ここでは遺伝資源利用の状況や家計調査を基本とする社会経済指標を用いて、世帯における
栄養摂取や農業を含む遺伝資源利用との関係を分析する。 
まず基本的な食事、栄養摂取の状況と遺伝資源利用について把握するため、調査対象地である

キツイ郡の農村分（キツイ：Kitui）とビヒガ郡（ビヒガ：Vihiga）にて 1週間程度のホームス
テイを通じた食事記録法による食事調査を実施した（2019 年 8 月）。対象となった家計のうち 6
家計に関して、ササゲ（Cowpea leaves）、アマランサス（Amaranth）、イヌホオズキ（Black 
nightshade）、カボチャ（Pumpkin）、トウガラシ（Green capsicum）といった伝統的に食されて
いる植物の葉等が、複数回、食卓に供されており、摂取される食物の総頻度において、これらの
伝統的野菜が摂取される頻度は 61.5%であった。その結果、同様に摂取頻度で見ると、鉄分（23.9%）
やビタミン A（27.1%）等の栄養源となっていることが明らかとなった。 
また、両調査対象地にて、地域農業遺伝資源の種類・利用・管理状況および栽培方法、食卓へ

上る頻度、季節性等の調査を行った。キツイの 11の家庭では 66種類の食材のうち 34 種類、ビ
ヒガの 12の家庭では 64種類の食材のうち 32種類の農業生物資源が栽培・飼育され、自家消費
されていることが明らかとなった。そのうちのよく食べられている農業生物資源は 2 地域で異
なるもの、共通するものもみられる。各月家庭で収穫されている作物数と種数を比較すると、作
物数はビヒガの方が季節を通じ全体的に多いが，種数は両地域間で年間を通してそれほど差は
ない。しかしながら、両地域で季節性の違いが明らかとなった。 
さらに引き続いてビヒガ郡内 20 村・161 世帯の遺伝資源利用の状況と、ビヒガ郡およびキツ

イ郡にてアマランサス、アビシニアガラシ遺伝資源の探索収集を行った（図 3）。ビヒガ郡にお
ける遺伝資源利用に関する調査では、自給用としてホームガーデンで栽培している作物の種類、
現地語名、品種、収穫可能期間等を聞き取りにて行った。またビヒガ郡、キツイ郡でのアマラン
サスの探索では 8種 90サンプルを収集した。ビヒガ郡において農業多様性調査の対象となった
161 軒では、作物 55種、品目 1887 点の作物が栽培されていた。栽培植物を 9つのグループに分
類したところ、葉菜類（40%）と果物類（20%）の割合が大きかった。主食のウガリ（粉末にした
トウモロコシなどの穀類を練ったもの）は、当地域では粉末にしたトウモロコシのみを用いる傾
向にあるため、他の穀類はほとんど栽培されていなかった。各村の作物種の出現頻度は 19 から
30 で、総品目数に対する多様度指数は 3.9034 から 4.5827 であった。本調査では 6 村が対象と
なったが、そのうち A 村、B 村、C 村、D 村では、種数、総品目数、多様度指数の 3 項目すべて
高かった。次に類似性について分析したところ、E村は種数と総個体数の両項目において最も低
い値を示した。E村は他と離れた岩山のある、起伏激しい地形であるため、栽培可能な土地が限
られるだけでなく、サルによる食害も多く、作物種が限定されてしまい多様度指数が低いと考え
られる。また F 村はマーケットに行くための交通手段（乗合バス、バイクタクシー）が利用しや
すい舗装された道路の近くに位置する。またマーケットに行かなくても道路沿いで食料を売っ
ているため、食料を手に入れやすく、多くの作物種を栽培する必要がないのではないかと考えら
れる。 
 次に農業を含む遺伝資源利用と家計調査による社会経済指標に関しては、現地協力機関
（Bioversity International（現 Alliance of Bioversity International and CIAT）が実施し
た家計調査（本研究の対象予定村落・家計を含む）の Data を用いて、キツイ郡を対象とした分
析を行った。特に、予備的調査から家計の人員の構成が、労働投入の可能性を通じ、農業の実施
可能性や副業による所得源の多様化の可能性に影響していることが観察されたことから、家計
内の人員の構成を行う消費力指数（C）、労働力指数（W）を算出し、世帯農業生産量（所有耕地 



面積、または経営耕地面積で代替）を算
出し、それぞれの比をとることにより
家計内の消費力と労働力の関係を家計
間で比較した。これは、「チャヤーノフ
法則」の検証に用いられる方法である。
消費力指数の労働力指数に対する比率
（CW比率：C/W）は、各家計内の単位労
働力あたりの扶養すべき消費力量、す
なわち家計内の労働力の労働負担と解
釈される。農業生産量または耕作面積
の労働力に対する比率（PW比率：P/W）
は、単位労働力あたりの農業生産量ま
たは耕作面積、すなわち、より直接的に
農業労働に関する家計内の労働力の労
働負担を示す。農業生産量または耕作
面積の消費力量に対する比率（PC 比率：
P/C）は、単位消費力あたりの農業生産
量、すなわち農業生産の消費水準への
貢献と解釈される。 
 図 1、2 は、CW 比率と PC 比率（CW-
PC）の相関と CW比率と PW比率（CW-PW）
の相関関係を示したものである。通常
CW-PC は負の相関関係を示す。すなわち
同一の消費力（C）をもつ家計を比較し
た場合、より多くの労働力をもつ家計
（CW値が小さい家計）のほうが労働力
間（家計内で労働に従事できる者）の協
力による成果が大きいため、より大き
な生産量を得ることでより高い消費水
準（PC 値が大きい）を達成することができる。これにより CW-PC の負の相関関係がみられる。
これは本分析でも確認された。次に、CW-PW は、正、負両方の相関関係を示すことが考えられる。
同一の労働力をもつ家計を比較すると、より多くの消費力をもつ家計（CW値が大きい家計）は、
労働強度の上昇（家計内の労働に従事可能な世帯員が増える）により、より大きい農業生産（よ
り大きい PW 値）を得る。この場合、CW-PW は正の相関を示す。家計が扶養圧力、すなわち C の
上昇に直面する場合、二つの選択肢がある。すなわち農業生産、あるいは耕地面積の増大による
対応と労働可能な世帯員の農外収入への従事である。前者はもちろんのこと、後者による対応で
あっても家計として農業生産を主とする場合、CW-PW は正の相関を維持することとなる。しかし、
農外収入あるいは常雇用農業労働から得られる収入が主になる場合、CW-PW は負の相関を示すこ
ととなる。本研究の対象地では、世帯員の農外収入が増加していることが観察されるが、CW-PW
値を求めると正の相関を示している。すなわち、農外収入を得る機会は増加しているものの、家
計は、依然として世帯員を農業に従事するように振り分けることが主であることがわかる。世帯
員の労働の配分は家計としての生存戦略を示すとともに、特に母親の時間配分に影響を与え、そ
れが世帯員の食料・栄養摂取に影響を与えると考えられる。 
 次に、同様のデータについて Dietary Diversity Score（DDS；以下 DDS とする）を用いて食
料摂取の現状を把握した。DDS を求めるにあたって、本研究では FAO に従い、食品グループを 16
に分類する。すなわち穀物、ビタミン Aが豊富な野菜及び塊茎（vitamin A rich vegetables and 
tubers）、白色塊根・塊茎（white roots and tubers）、濃緑色葉菜類（dark green leafy vegetable）、
その他野菜、ビタミン Aが豊富な果物（vitamin A rich fruits）、その他果物、内臓肉（organ 
meats）、生鮮肉、卵、魚介類、豆・ナッツ・種子、牛乳・乳製品、油脂、菓子類（sweets）、調
味料・スパイス・飲料からなる。各世帯の DDS を計算するとともに食料の入手経路にも注目す
る。各世帯が作付けする農地からの農産物で食料を自給することと、食料を購入することの観点
から DDS に及ぼす影響を分析する。 
 図 2 は、世帯ごとの DDS の分布を示しており、最小値が 1、最大値が 10 であり、最頻値は 7
という結果となった。また、平均値は 6.75 である。 次に、摂取されている食料の入手経路を
みると自分の農地から入手している場合と購入している場合の 2 つに大別される。多くの世帯
が、食料を自分の農地から入手、すなわち自給している割合が 0％〜約 50％の間に分布しており
農村地域でありながら自給率はそれほど高くない。図 3より世帯ごとの食料の購入割合と DDS の
関係をみると、食料の自給率が 0％から 20％の間に DDS が高い世帯が多く分布している。また、 
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図 3 世帯ごとの Dietary Diversity Score（DDS）

の分布 

図 4 世帯ごとの食料の購入割合と DDS の関係 

出所：家計調査の Data をもとに筆者作成 出所：家計調査の Data をもとに筆者作成 
 註：摂取して食料の取得方法について 90％以上

捕捉されている世帯のみを対象 
 

註：摂取して食料の取得方法について 90％以上
捕捉されている世帯のみを対象。DDS は Dietary 
Diversity Score を示す。 

 
1 日に摂取した食料のうち購入している食料の割合と DDS の関係をみると、購入した食料の割合
が 40％以上のところに多くの世帯が分布しており、農村地域ではあるにも関わらず大半の食料
を購入で賄っていることがわかる。また、食料の購入率が 100%に近づくほど DDS が高くなる傾
向にある。自分の農地以外から食料を入手している、つまり必ずしも食料の自給が高ければ DDS
も高くなるというわけではないことがわかる。また、自分の農地からの食料自給率が低くても高
い DDS を得られることが示唆される。これは各世帯が保有する農地面積との関係でも確認され、
必ずしも農地が小さくとも DDS が低いとは限らないことが指摘できる。 
 以上を踏まえて、DDS を被説明変数、C/W（単位労働力指数(W)あたりの世帯の消費力（C））、
P/W（単位労働力指数あたりの農地面積（P））、さらに P/W の 2 乗項を説明変数とする以下の（1）
式を最小二乗法により推計を行った。 

 

= + + +             （1） 

 
これまでの考察から CWは負、PWは正かつ PW2 は負であり一定程度までは DDS に対してある一定
水準までは正の影響をもち、その水準を超えると負の影響を持つと仮定する。βi(0, 1, 2)はパ
ラメータを示す。また推計に用いた世帯間で、食料自給に関する捕捉率に差があることからその
影響を考慮して食料の自給に関する捕捉率が 80～100%の世帯に関するダミー変数を用いた。 
表 1は推計結果を示す。符号については全て仮説どおりであった。しかしながらそれぞれの変

数について信頼区間をみると 0 を含むことから必ずしも推計結果は頑健ではない。それぞれの
パラメータについて 10%水準を最大として t値による仮説検定を実施すると、CWについては 0と
統計的有意差が認められなかった。PW、PW の 2乗項については 0と統計的有意差が認められた。
符号についても推計仮説通り、PWが正、PW の 2乗項が負で逆 U字型の関係にあることがわかる。
すなわち PW はある一定数の水準までは DDS に正の相関を持つのに対して、ある一定水準を超え
ると DDS に対して負の相関を持つ。これは、労働力指数 1単位あたりの農地面積が増大すると、
ある一定水準までは、自給される農作物
の種類・量ともに増大することから DDS
に対して正の影響を持つ、ある一定水準
を超えると農地の管理が難しいといっ
た理由から DDS に対して負の影響を持
つようになることを示していると考え
られる。 
 以上より DDS が元々低い世帯では、農
地を増やして食料を自給することがDDS
の向上につながるが、必ずしも全ての世
帯で農業生産を増やすことが適切であ
るとは限らないことが示唆される。食料
の購入による DDS の向上を考えると、農
外収入を増やすことも有効である。 
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表 1 DDS と CW、PW に関する推計結果 

 

95% Confidential Interval

Lower Upper

Intercept 8.130 1.140 5.864 10.395

CW -1.143 0.695 -2.525 0.239

PW 0.596 0.345 -0.090 1.282

PW2 -0.055 0.033 -0.120 0.010

Dummy 80-100 0.040 0.486 -0.927 1.007

Observation 76

Adjusted R-squared 0.022

F-statistic 1.490

    Estimate Std. Error
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